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24年度介護報酬改定により訪問介護に懸念 

◆介護をめぐる中長期的な課題解決の方向性はまだ見えない 

少子高齢化により、介護をめぐる中長期的な課題が深刻化している。介護を必

要とする高齢者の数（特に75歳以上）が2030年に向けて急激に増加する一方、現

役世代、特に介護保険の第2号被保険者（40～64歳）の数は今後顕著に減少して

いく。介護サービスを担う人員の不足や、介護保険の財政悪化に拍車がかかる。 

これに対し、サービス受益者の負担割合の見直しや保険料の増額、優先度の高

いサービスへの重点化や自助努力の促進、現時点でも不足している介護人員対策

などが検討されているが、課題解決のための中長期的な方向性はまだ明確になっ

ていないのが現状だ。 

 

◆訪問介護の基本報酬が減額される 

24年3月、24年度の介護報酬改定が決定した。この中で、訪問介護の改定内容

のインパクトが非常に大きい。報酬改定は、事前に介護サービス事業所の収支差

率（＝（介護報酬などの収入額－介護事業費用などの支出額）÷収入額）の実態

を調査し、そのデータを元に改定される。訪問介護系サービス（「訪問介護」、
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 「定期巡回・随時対応型訪問介護看護」、「夜間対応型訪問介護」）が全体平均に

比較して収支差率が良好という結果になっていた。これを受け、訪問介護系以外

のサービスについての基本報酬がほぼ増額されるなか（全体で＋1.59％）、訪問

介護系サービスの基本報酬は－2％程度の減額が決定した。 

 

 

◆訪問介護事業所は大きく二つのタイプに分かれている 

訪問介護サービスの収支差が

良好であるという結果に基づい

て、今回の報酬改定が決定した

のだが、訪問介護事業所の収支

差率の分布をみると、赤字の事

訪問介護　基本報酬の改定内容例（抜粋）

＜現行＞ ＜改定後＞ 変更分 変化率

身体介護 1時間以上1時間30分未満 579単位 567単位 ▲12単位 ▲2.1%

生活援助 45分以上 225単位 220単位 ▲5単位 ▲2.2%

通院等乗降介助 99単位 97単位 ▲2単位 ▲2.0%

厚生労働省発表　「令和6年度介護報酬改定における改定事項について」より抜粋して作成
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 業所が36％も存在することがわかる。 

訪問介護事業所は大きく分けると二つのタイプがある。個人宅を周回するモデ

ル（以降、本稿では「周回モデル」と称する）と介護サービス向けの専用集合住

宅と提携するモデル（以降、「提携モデル」）だ。二つを兼ねた事業所もある。訪

問介護事業所が提携する専用集合住宅には「有料老人ホーム」と「サービス付き

高齢者向け住宅（サ高住）」の2種類があり、いずれもその数は右肩上がりに増加

している。提携モデルでは、提携先の要介護者に対して、日中の訪問介護を行う

だけでなく、介護報酬の特別加算が算定できる夜間や早朝もサービスを行うこと

が普通である。居住者も同じ場所に集まっているので効率的で、かつ、多様な

サービスから収入を得ることができる。一方周回モデルは、サービス利用者の居

宅がそれぞれ離れており、日中の訪問介護サービス以外の提供もないため、効率

的とは言えず、収入は限定的になってしまう。両者の収支の状況は必然的に大き

な差が開くことになる。 

厚労省もこのように効率的にサービスを行うことができるモデルがあることは

認識している。提携モデルの中でも効率性が極めて高い事業所については、集合

住宅と同一敷地内や隣接敷地に事業所がある場合や、同一事業所でサービスを受

ける人数が20人以上の場合など、明示的な条件をつけて「同一建物減算」（介護

報酬の基本報酬に対して10％か15％の減算）を行っている。22年度の実態調査に

よれば、この減算を行った事業所は、減算のない事業所よりも21年度での収支差

率が3.2％ポイント高かった。 

 

◆介護分野の人員不足と介護職員の賃金問題 

一方、介護分野の人員不足の

状況が深刻である。21年度まで

は入職超過率はプラスで推移し

て い た が 、 22年 度 は － 1.6 ％

（約6.3万人の離職超過）で、

介護分野から他産業へ人が離れ

ていってしまっている。そして

介護職員の賃金は他産業平均と比べ低い状態が継続している。 
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 介護職の賃金水準の問題に

対応するために、「処遇改善

加算」が設けられている。今

回は、基本報酬に対する加算

率 を 引 き 上 げ る と と も に

（ 12.4～ 22.4％ に 2.1％ ポ イ

ント上乗せ）、制度の見直し

が行われた。 

処遇改善加算は3種類あり、

それぞれにさまざまな要件が

定められているため、事務が煩雑で、小規模事業所では加算申請自体ができてい

ない場合もあった。今回、3種類の加算が一本化され、申請資料の統一化なども

実施された。申請ができていなかった事業所にはメリットが大きい。ただし、全

体としては処遇改善への効果は限定的ではないかという意見も多い。 

 

◆今回改定で介護の「空白」をつくらないために 

訪問介護系サービスを行う事業所では、基本報酬の減額の影響が大きい。処遇

改善加算はあるが、それで基本報酬減額をカバーできるわけではない。収支差率

の良好な提携モデルの事業所は、さらなる効率化やサービス拡大を図るだろう。

一方、周回モデルで収支の厳しい事業所は、事業継続が難しくなるケースも増え

るのではないか。小規模な事業所の統廃合や大手事業者による再編も考えられる

が、周回モデルの収益性自体が改善しない限り、そう簡単ではないだろう。 

介護サービスを受ける側にとっては、近隣に訪問介護サービスを提供する事業

所が存在しないと、サービスを受けることが難しくなるかもしれない。専用集合

住宅の利用やこれまで以上の自助努力も考えないといけない。 

介護報酬改定は3年ごとに行われるが、3年後に向けては、周回と提携を区別す

るなど、きめ細かい実態データをもとに改定を検討する必要がある。 

何より、介護全体について中長期的な課題解決の方向性を明らかにし、対策を

実施していくことが望まれるが、その過程においても、介護の「空白」が生じな

いような行政の支援は必要だ。 【佐伯章文】 


